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第五次千葉県地域福祉支援計画に係る市町村実態調査結果 

 
 
第五次千葉県地域福祉支援計画の策定に当たり、県内市町村の地域福祉に係る 

取組や課題等を把握するため、実態調査を実施しました。 
今後は、本調査結果を踏まえ、必要な施策について同計画への反映等を検討しま

す。 
 
調査対象：県内 54市町村 
調査方法：ちば電子申請サービス 
調査期間：令和 8年 6月 16日（火）～7月 7日（火） 
 
調査項目 
１ 地域福祉の場の促進、担い手づくりについて 

（１）「居場所」に関する各サービスに対する支援 
  ア 「居場所」に係る主な利用者層 
  イ 「居場所」に係る活動内容等 
（２）自治会・町内会への参加促進 
（３）地域福祉活動の担い手として活動してもらうためのきっかけづくり 
（４）ＮＰＯ・ボランティア・自治会等への支援 
 
２ 地域福祉に関する課題等について 

（１）相談が増加している複合課題 
（２）地域福祉に関する課題 
（３）地域福祉を進める上で、現在重視している取組 
 
３ 地域福祉推進に係る取組事例について 

（１）地域福祉推進に係る好事例等 
 
４ 県に対する要望、意見等について 

（１）県に重点的、積極的な取組を期待する施策等 
（２）県地域福祉支援計画に期待すること、地域福祉の推進に必要な支援策等に関す

る意見 
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１ 地域福祉の場の促進、担い手づくりについて 

（１）「居場所」に関する各サービスに対する支援 

市町村では、ＮＰＯやボランティア団体等が実施している「居場所」に対し、

財政支援（４５市町村）、広報の協力（４４市町村）、場所の提供（４２市町村）

などの支援を実施しています。（図１） 
 
（図１）「居場所」に関する各サービスに対する支援（市町村数：複数回答、   

市町村社協・ＮＰＯ等への委託事業を含む） 
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ア 「居場所」に係る主な利用者層 

   市町村が支援している「居場所」の主な利用者層については、高齢者（４６市

町村）、多世代（３５市町村）、こども・若者（３３市町村）が多くなっています。

（図２） 
 
（図２）「居場所」に係る主な利用者層（市町村数：複数回答） 
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イ 「居場所」に係る活動内容等 

   市町村が支援している「居場所」の活動内容等については、交流の場・サロ

ン（４８市町村）、健康づくりの場（３６市町村）、学習支援の場（３３市町村）

及びこども食堂・地域食堂（３３市町村）が多くなっています。（図３） 

 

（図３）「居場所」に係る活動内容等（市町村数：複数回答） 
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（２）自治会・町内会への参加促進 

市町村では、自治会・町内会への参加促進として、広報・情報提供の充実   

（３５市町村）、活動場所の提供支援（１９市町村）、研修・意見交換会等の開催

（１７市町村）などの取組を実施しています。（図４） 

 

（図４）自治会・町内会への参加促進（市町村数：複数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 



6 
 

8 

12 

12 

13 

23 

26 

0 20 40

市町村による福祉委員等の任命

身近な場所での初期相談対応

その他

実施していない

住民に日常生活で発見した異変を
専門機関へつないでもらう協力依頼

ボランティア協力の依頼

（３）地域福祉活動の担い手として活動してもらうためのきっかけづくり 

市町村では、地域福祉活動の担い手として活動してもらうためのきっかけづく

りとして、「ボランティア協力の依頼」（３３市町村）や「住民に日常生活で発見

した異変を専門機関へつないでもらう協力依頼」（１９市町村）などの取組を実施

しています。（図５） 

 

（図５）地域福祉活動への参加のきっかけづくり（市町村数・複数回答） 
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（４）ＮＰＯ・ボランティア・自治会等への支援 

    市町村では、ＮＰＯ・ボランティア・自治会等に対して、行政情報の提供   
（４３市町村）や広報の協力（３９市町村）、財政支援（３４市町村）などの支援

を実施しています。（図６） 
 
（図６）ＮＰＯ・ボランティア・自治会等への支援（市町村数：複数回答） 
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２ 地域福祉に関する課題等について 

（１）相談が増加している複合課題 

相談が増加している複合課題としては、いわゆる「８０５０問題（※）」、「生活

困窮とＤＶ、児童虐待、不登校等が同時発生」、「高齢の親と障害のある人       

（こども）の同居」、「障害者手帳はないが障害が疑われる」などの回答が多く挙

げられています。（図７） 

 

（図７）相談が増加している複合課題の内容（市町村数：複数回答） 
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（２）地域福祉に関する課題 

地域福祉を進める上での課題（１市町村当たり最大５項目選択）としては、    

以下の順位となっています。（表１） 

 

（表１）地域福祉に関する課題 

1 地域福祉の担い手や福祉人材の不足・高齢化等 
８８．９％ 

（４８／５４）

2 複合的な課題を抱える人や制度の狭間にいる人への支援 
６４．８％ 

（３５／５４）

3 
住民同士のつながりや地域コミュニティの希薄化、地域

における支え合い機能の脆弱化 

５１．９％ 

（２８／５４）

4 包括的な相談支援体制の構築 
４２．６％ 

（２３／５４）

5 頼れる身寄りがいない高齢者等への対応 
３８．９％ 

（２１／５４）

6 
孤独・孤立の状態にある人への支援、孤独・孤立を予防

する地域づくり 

３７．０％

（２０／５４）

7 災害に備えた福祉的支援体制の整備 
３１．５％ 

（１７／５４） 

8 
地域住民等と行政との協働による地域生活課題の解決 

体制の構築、福祉以外分野との連携・協働 

２４．１％ 

（１３／５４） 

9 生活困窮者等に対する自立支援 
１６．７％ 

（９／５４） 

9 こども、高齢者、障害者等に対する虐待防止対策 
１６．７％ 

（９／５４） 

11 
地域共生の意識の醸成や福祉教育の推進、福祉とまちづ

くりの一体的な推進 

１４．８％ 

（８／５４） 

12 相談窓口や支援情報の周知・発信 
１３．０％ 

（７／５４） 

12 成年後見制度の利用促進、権利擁護支援の推進 
１３．０％ 

（７／５４） 

14 その他 
７．４％ 

（４／５４） 

15 住民参加の促進 
５．６％ 

（３／５４） 
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（３）地域福祉を進める上で、現在重視している取組 

地域福祉を進める上で、現在重視している取組（１市町村当たり最大５項目  

選択）としては、以下の順位となっています。（表２） 

 

（表２）地域福祉を進める上で、現在重視している取組 

１ 包括的な相談支援体制の構築 
５９．３％ 

（３２／５４）

２ 複合的な課題を抱える人や制度の狭間にいる人への支援 
５０．０％ 

（２７／５４）

３ 災害に備えた福祉的支援体制の整備 
３７．０％ 

（２０／５４）

４ 
地域福祉を担う住民の育成・組織づくり、地域の多様な  

活動の推進 

３３．３％ 

（１８／５４）

５ 
地域住民等と行政との協働による地域生活課題の解決  

体制の構築 

２７．８％ 

（１５／５４）

５ 福祉人材の確保・育成・定着 
２７．８％ 

（１５／５４）

７ 
地域住民等が集う場・拠点づくりの促進、住民参加の   

促進 

２７．８％ 

（１５／５４）

７ 頼れる身寄りがいない高齢者等への対応 
２７．８％ 

（１５／５４）

９ 生活困窮者等に対する自立支援 
２５．９％ 

（１４／５４）

10 相談窓口や支援情報の周知・発信 
２４．１％ 

（１３／５４）

11 福祉以外分野との連携・協働の強化 
２２．２％ 

（１２／５４）

11 こども、高齢者、障害者等に対する虐待防止対策 
２２．２％ 

（１２／５４）

13 成年後見制度の利用促進、権利擁護支援の推進 
２０．４％ 

（１１／５４）

14 
地域共生の意識の醸成や福祉教育の推進、福祉とまちづ

くりの一体的な推進 

１６．７％ 

（９／５４）

15 その他 
７．４％ 

（４／５４）
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３ 地域福祉推進に係る取組事例について 

（１）地域福祉推進に係る好事例等 

市町村からは、次のような取組事例が報告されました。 

 

・ 介護予防の取組として、シルバーリハビリ体操を実施し、継続参加による要

介護リスクの低減につなげている事例。 

・ ひきこもり状態にある人の家族を対象に、千葉県ひきこもり地域支援センタ

ーと連携し、専門職による講義や臨床心理士・公認心理師の進行による家族同

士の交流会を実施している事例。 

・ 複数の市町村において、重層的支援体制整備事業を実施し、庁内関係部署や

関係機関との連携により、包括的な支援体制や支援ネットワークを構築してい

る事例。 

・ 地域における高齢者の困りごとを把握し、市及び市社会福祉協議会につなぐ

「やさしいまちづくり推進員」事業を実施し、地域づくりを推進している事例。 

・ 関係３課の共同事務局により、孤立死が疑われる通報への対応を整理するとと

もに、LINE を活用した見守りシステムを導入するなど、孤立死防止対策に取り

組んでいる事例。 

・ 団地ミーティングを開催し、関係課や社会福祉協議会、地域包括支援センター、

民生委員等と連携し、幅広いネットワーク形成や地域共生社会の実現を目指して

体制を構築している事例。 

・ 関係課と連携し、福祉人材の確保に向けた体制整備に取り組んでいる事例。 

・ 一人暮らし高齢者を対象に、防火思想の普及や火災による被害の軽減、安全の

確保に向け、消防職団員、市福祉部局職員及び各種協力業者等が官民連携により

住宅用防災機器や電気・ガス器具等の防火診断を実施している事例。 

・ 自治会への新規加入世帯や加入を受け入れた自治会に対し、市デジタル地域通

貨のポイントを付与し、自治会加入の促進や市民活動の活性化を図っている事例。 
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４ 県に対する要望、意見等について 

（１）県に重点的、積極的な取組を期待する施策等 

県に期待する施策等（１市町村当たり最大５項目選択）は、以下の順位となっ

ています。（表３） 
   
（表３）県に重点的、積極的な取組を期待する施策等 

１ 福祉人材の確保・育成・定着 
６４．８％ 

（３５／５４） 

２ 
複合的な課題を抱える人や制度の狭間にいる人への支

援 

５３．７％ 

（２９／５４） 

３ 
地域福祉を担う住民の育成・組織づくり、地域の多様な

活動の推進 

３８．９％ 

（２１／５４） 

４ 災害に備えた福祉的支援体制の推進 
３７．０％ 

（２０／５４） 

５ 頼れる身寄りがいない高齢者等への対応に係る支援 
３５．２％ 

（１９／５４） 

６ 包括的な相談支援体制の構築促進 
２９．６％ 

（１６／５４） 

７ 生活困窮者等の自立支援の推進 
２５．９％ 

（１４／５４） 

８ 
地域共生の意識の醸成や福祉教育の推進、福祉とまちづ

くりの一体的な推進 

２４．１％ 

（１３／５４） 

９ 
地域住民等と行政との協働による地域生活課題の解決

体制の構築への支援 

２２．２％ 

（１２／５４） 

10 こども、高齢者、障害者等に対する虐待防止対策 
２０．４％ 

（１１／５４） 

11 福祉以外分野との連携・協働の強化 
１８．５％ 

（１０／５４） 

11 福祉サービスや支援策等の情報提供 
１８．５％ 

（１０／５４） 

13 その他 
１３．０％ 

（７／５４） 

14 権利擁護の推進 
７．４％ 

（４／５４） 

14 福祉従事者に対する研修体制の整備等 
７．４％ 

（４／５４） 

16 地域福祉の場、拠点づくりの促進 
５．６％ 

（３／５４） 
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（２）県地域福祉支援計画に期待すること、地域福祉の推進に必要な支援策等に関す

る意見 

    県地域福祉支援計画に期待すること、地域福祉の推進に必要な支援策等につ

いて、次のような意見等が寄せられています。 

   （文章は一部加工しています。） 

 

ア 児童相談所の体制整備や対応専門職の増員を望む。 

イ 中核地域生活支援センターについて、制度の狭間にいる人への支援等に  

おける重要な役割を踏まえ、継続設置及び支援体制の充実を望む。 

ウ 地域の高齢者の孤立化防止に重要な役割を果たす老人クラブに対する支援の

充実や、国による財政支援制度の充実を望む。 

エ 障がい福祉分野において、地域資源や福祉人材の不足が課題であり、その   

確保に向けた更なる取組を期待する。 

オ 少子高齢化や核家族化が急速に進行しているほか、価値観も多様化しており、

課題が複雑化している。近年は、地域や血縁で助け合うという意識も薄れてい

る。地域福祉の推進には住民の主体的参加が不可欠であり、住民の意識改革が

進む施策等を望む。 

カ 地域福祉の担い手の一つである地域住民のネットワークについて、地縁に基

づく旧来のネットワークを活用し、それに相乗りする形で形成されているが、

高齢化率が高く人口減少が進む自治体では、その維持・形成が難しくなってい

る。過疎地域等において、人口減少等によりコミュニティの力が弱まる中、自

治体による支援の在り方について検討を望む。 

キ 市町村の地域福祉活動に関する情報発信への支援や、地域福祉推進に向け 

た伴走型支援の充実を望む。 

ク 人的・財政的基盤が脆弱な町村に対する重点的な支援を望む。 

   

 


